
  世田谷区立認定こども園保育料条例施行規則の一部を改正する規則 

 世田谷区立認定こども園保育料条例施行規則（平成２８年２月世田谷区教育委員会

規則第５号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項中「、所得割課税額が７７，１００円を超える世帯であり、かつ」を

削る。 

 第６条第２項中「延長保育料額決定通知書（第１号様式）又は」を削り、同条第３

項中「第２号様式」を「第１号様式」に改め、同条第４項中「第３号様式」を「第２

号様式」に改め、同条第５項中「第４号様式」を「第３号様式」に改め、同条第６項

中「決定の」を「決定及び変更の」に、「認定こども園預かり保育利用承諾書兼預か

り保育料額決定通知書（世田谷区立幼稚園預かり保育規則（平成２１年７月世田谷区 

教育委員会規則第１３号）第３号様式」を「預かり保育料額決定通知書（第４号様式」

に改める。 

 第１号様式を削り、第２号様式を第１号様式とし、第３号様式を第２号様式とし、 

第４号様式を第３号様式とし、同様式の次に次の１様式を加える。 

 



第４号様式（第６条関係） 

 

番     号 

年  月  日 

預かり保育料額決定通知書 

 

あて 

世田谷区教育委員会  印 

 

下記のとおり預かり保育料の額を決定したので通知します。 

記 

 

幼稚園名 

 

園児氏名 

 

利用日 

 

 預かり保育料額 

 

 

 この処分について不服があるときは、この通知を受け取った日の翌日から起算して 

３箇月以内に世田谷区教育委員会に対し、審査請求をすることができます。 

 また、この処分の取消しの訴えは、この通知を受け取った日の翌日から起算して６

箇月以内に、世田谷区を被告として（訴訟において世田谷区を代表する者は、世田谷

区教育委員会になります。）、提起しなければなりません（なお、この通知を受け取

った日から６箇月以内であっても、処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴

えを提起することができなくなります。）。ただし、審査請求をした場合には、処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算して

６箇月以内に提起しなければなりません。 



   附 則 

 この規則は、令和９年４月１日から施行する。 

 


